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統合報告書における SDGs 関連開示の拡大 
 

開示表彰企業では SDGs 方針から具体的取り組みまで開示が進む 

金融調査部 研究員 藤野大輝 

 [要約] 

 昨今、SDGs への注目度が高まっており、SDGs 等に関する開示をする企業も増えている。

本稿では、統合報告書や IR に関する表彰を複数受けた 54 社の統合報告書を見たうえ

で、SDGs に関する情報をどのように開示しているのか、共通点を整理し、示唆を得る。 

 複数表彰企業の共通点としては、経営者メッセージで SDGs に言及していること、マテ

リアリティを特定して価値創造ストーリーに SDGs の観点を盛り込んでいること、中期

経営計画等に SDGs の観点を導入して SDGs に関する実績・目標を開示していること、セ

グメント、セクターごとの SDGs への対応を示していること、サプライチェーンとの関

係を記載していること、などが挙げられる。 

 企業としては、複数表彰企業に共通の開示の方法も参照しつつ、各社が工夫をして、そ

の企業における SDGs に関する全社的な方針から具体的な事業への反映の仕方まで、統

合報告書等を通じて自主的な開示を行っていくことが期待される。 

 

１．はじめに 

昨今、SDGs（Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標））への注目度が高まって

いる。SDGs は 2015 年の国連サミットで示された、2030 年に向けて達成を目指す、持続可能な

世界のための 17 の目標のことである。 

特に、企業における SDGs の重要性が高まっているといえる。わが国では、2016 年に持続可能

な開発目標（SDGs）推進本部が設置され、「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」が策定され

ている（2019 年に改定）ほか、「SDGs アクションプラン 2020」も公表されている。企業に向け

ては、経済産業省が「SDGs 経営ガイド」を 2019 年に公表しているほか、外務省は SDGs 達成に

資する優れた取組を行っている企業等を表彰する「ジャパン SDGs アワード」を毎年公表してい

る（表彰の主体は SDGs 推進本部）。また、機関投資家を中心に、ESG 投資が活発化しており、ESG

やサステナビリティの観点に基づく株価インデックスも公表されている。 

政府や機関投資家だけでなく、企業においても、先述の政府の要請や ESG 投資の活発化、消費

者の SDGs への関心の高まり等を背景に、SDGs への取り組みの強化を図っていくことが求められ

ESG 投資
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ていると考えられる。各企業は、自社の事業の持続性、環境や社会の持続性への影響などを伝え

るべく、SDGs や ESG に対する取り組みや考え方を開示することが求められる1。法的な定め、も

しくは上場企業に対する要請として、有価証券報告書の開示事項を定める企業内容等の開示に

関する内閣府令（開示府令）の改正や、コーポレートガバナンス・コードの改訂等に伴い、非財

務情報の開示の強化が求められるようになっていることにも、こうした潮流が表れているとい

えるだろう。 

本稿では、特に、統合報告書においてどのように SDGs 等に関する情報を開示するべきかを検

討する。統合報告書やIRに関する以下の表彰等を複数受けた54社の統合報告書を見たうえで、

SDGs に関する情報をどのように開示しているのか、共通点を整理し、示唆を得る。 

 

・GPIF「優れた統合報告書」（2019 年） 

・GPIF「改善度の高い統合報告書」（2019 年） 

・日本経済新聞社「日経アニュアルリポートアウォード」（2019 年） 

・WICI ジャパン「統合報告優良企業表彰」（2019 年） 

・日本 IR 協議会「IR 優良企業賞 2019」 

・日本証券アナリスト協会「2019 年度 ディスクロージャー優良企業」 

 

 

図表 1 開示について複数の表彰等を受けた企業（全 54 社、50 音順） 

 
（注）2020 年 5 月 7日現在の社名を記載している。 

（出所）各種表彰等より大和総研作成 

  

                                 
1 SDGs と ESG は異なる概念であるものの、企業の開示においては重なる部分も多いため、本稿では明確に両者

を区別しないこととする。 

AGC 住友化学
パン・パシフィック・インターナショナル
ホールディングス

ANAホールディングス 住友商事 ピジョン
J.フロント　リテイリング 積水化学工業 日立建機
JFEホールディングス ソニー 日立製作所
MS&ADインシュアランスグループ
ホールディングス

ダイキン工業 不二製油グループ本社

アサヒグループホールディングス 大東建託 堀場製作所
味の素 中外製薬 丸井グループ
アドバンテスト 東急不動産ホールディングス 三井化学
伊藤忠商事 東京応化工業 三井住友フィナンシャルグループ
荏原製作所 東京海上ホールディングス 三井物産
オリックス 東京電力ホールディングス 三菱UFJフィナンシャル・グループ
花王 ナブテスコ 三菱ケミカルホールディングス
カゴメ 日本精工 三菱商事
カプコン 日本航空 ミネベアミツミ
キリンホールディングス 日本郵船 ヤマハ
コニカミノルタ 日本ユニシス 横河電機
塩野義製薬 野村総合研究所 リクルートホールディングス
新生銀行 野村不動産ホールディングス リコー
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２．複数表彰企業における統合報告書での SDGs 開示の共通点 

図表 2 複数表彰企業における統合報告書での SDGs 開示の共通点（n=54 社） 

 
（出所）各社統合報告書より大和総研作成 

 

（１）経営者メッセージでの SDGs への言及 

表彰企業の多く（47 社／54 社）が、統合報告書における経営者からのメッセージにおいて、

SDGs について言及している。経営者メッセージとは、代表取締役社長等の経営者が経営計画の

進捗の振り返りや事業環境の見通し等について、経営者としての考え等を示すものである。投

資家にとっては、経営者の考えを知ることができる重要な情報源の一つであろう。 

経営者メッセージで SDGs に言及することは、経営者がその企業の取り組みによる環境や社会

の持続性への影響や環境変化等の事業への影響といったリスクをどう考えているのか、SDGs へ

の考え方をどのように事業活動に組み込んでいるのかを示すという点で、効果的であると考え

られる。 

例えば、三井化学株式会社は、2019 年の統合報告書（三井化学レポート 2019）において、経

営者メッセージとして代表取締役社長執行役員 CEO のサステナビリティマネジメントや気候変

動への考え方を示すとともに、「サステナビリティ対談」として、当該 CEO と、SDG パートナー

ズの代表取締役 CEO の対談を載せている。当対談では、今後、企業トップが ESG の推進をどの

ように図っていくのかという点について具体的に言及している。 

また、ANA ホールディングス株式会社も、2019 年の統合報告書で、経営者メッセージで ESG 経

営の推進に触れるとともに、代表取締役社長と慶應義塾大学大学院の教授との対談を掲載して

いる。対談では、ANA グループの SDGs 等に関する具体的な取り組みに言及するとともに、ある

べき ESG 経営や情報開示の促進等についての経営者としての考え方が示されている。 

ここでは、事例として対談の形を取っているものを挙げているが、必ずしもそうした形だけが

求められているわけではない。どのように経営陣の SDGs への考えを説明すればよいのか、各社

にとって最も適した形を検討することが重要であろう。 
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（２）マテリアリティの特定、価値創造ストーリーと SDGs の関連 

表彰企業のほとんど（53 社／54 社）が、SDGs の観点を踏まえたうえで、各社のマテリアリテ

ィ（重要課題）を特定し、各マテリアリティにどう対応するべきか等について統合報告書で開示

している。また、特定したマテリアリティや SDGs が価値創造ストーリーにおいてどう位置付け

られているのかについても、記載している。 

マテリアリティとは、企業が事業活動を行っていくうえで、自社、ステークホルダー、社会等

にとって、何が重要な課題であるかを示したものである。最近では、特に環境や社会への影響が

大きい項目等について注目度が高まっており、GRI スタンダード等の国際的なガイドラインでも

マテリアリティの特定が推奨されている。マテリアリティの特定の際に SDGs の各目標を基に検

討を行っている企業や、特定したマテリアリティを SDGs と紐づけて考えを示している企業が多

く見受けられた。企業からすれば、特定したマテリアリティが、企業の価値創造に与える影響

や、環境や社会に与える影響を利用者に対して可視化することができると考えられる。 

図表 3 三井物産株式会社のマテリアリティの特定 

 
（出所）三井物産株式会社「統合報告書 2019」より抜粋 
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例えば、三井物産株式会社の 2019 年の統合報告書では、図表 3の 5つのマテリアリティを特

定したうえで、それらのマテリアリティが SDGs とどう対応しているのかを表で示している。ま

た、各マテリアリティについて、「社会課題の認識」を示したうえで、どのようなリスクと機会

があるかを検討し、マテリアリティに対してどう取り組んでいくのかを表の形で開示している。 

また、アサヒグループホールディングス株式会社では、2018 年の統合報告書で、「ステークホ

ルダーにとっての重要性」、「アサヒグループにとっての重要性」がどちらも高い 18 個のマテリ

アリティ項目を特定し、それぞれについて対応する SDGs の項目を示すとともに、（（３）で後述

する実績・目標とも関連するが）達成すべき KPI をマテリアリティごとに設定している（図表

4）。 

図表 4 アサヒグループホールディングス株式会社のマテリアリティごとの KPI 

 
（出所）アサヒグループホールディングス株式会社「2018 年統合報告書」より抜粋 

 

企業としては、自社やステークホルダーにとって重要である課題をどのように特定するのか

を検討するとともに、特定したマテリアリティに対してどう取り組んでいくのか、その取り組

みを達成することでどのような効果が見込まれるのか等を開示することが望ましい。 

 

 

（３）中期経営計画等への SDGs の観点の導入、SDGs に関する実績・目標の開示 

表彰企業のうち、多くの企業（39 社／54 社）が中期経営計画などの中長期の事業計画に SDGs

の観点を盛り込んでいる、もしくは、中期経営計画等とは別にサステナビリティに関する中長

期の計画を策定している。また、同様に多くの企業（44 社／54 社）が、サステナビリティに関

する何らかの目標や KPI を設定し、その目標値と実績値を開示している。 

SDGs 等の観点を中期経営計画等に織り込むことは、サステナビリティへの考え方がどのよう

に事業計画と関連しているのかを示すために重要であると考えられる。また、将来的に企業の

活動がどのように環境や社会に影響をもたらすと考えているのかを投資家等に伝えることにも

つながる。 
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サステナビリティを織り込んだ計画の進捗を可視化するためには、目標や KPI を設定し、実

績値・目標値を開示することが有用であると考えられる。 

例えば、MS&AD インシュアランスグループホールディングス株式会社は、「MS&AD 統合レポー

ト 2019」において、中期経営計画「Vision 2021」の概要を示している。「Vision 2021」では、

2030 年に目指す社会像を「レジリエントでサステナブルな社会」と定め、そのための 7 つの重

点課題（CSV 取組）を掲げている。また、「Vision 2021」の進捗として、財務数値目標とともに、

「お客さま満足度」や「CO2排出量」といった非財務指標の目標と実績を記載している。このよう

に、当該企業では、経営計画の中にサステナビリティへの取り組みを位置付け、事業とサステナ

ビリティがどう関連しているのかを具体的に示すとともに、その取り組みの進捗の可視化を図

っている。 

また、株式会社三菱ケミカルホールディングスは、2019 年の統合報告書（KAITEKI レポート

2019）で、「サステナビリティの進捗」を開示している。ここでは、「ステークホルダーの重要度」

と「MCHC グループ（筆者注：三菱ケミカルホールディングスグループ）の重要度」の二軸で特

定したマテリアリティに関して、サステナビリティ（MOS：Management of Sustainability）指

標を導入し、各指標について 2020 年度の目標値と現在の実績値を記載している。このようにマ

テリアリティへの取り組みを数値化することで、より進捗度や効果がわかりやすくなる工夫が

なされている。 

 

 

（４）セグメント、セクターごとの SDGs への対応 

表彰企業のうち、半数弱の企業（24 社／54 社）はセグメント、セクターごとに SDGs に関する

取り組み等の情報を開示している。統合報告書において事業ごとに財務情報を開示している企

業は多いが、これらの企業は財務情報とともに、セクターごとの SDGs への具体的な取り組み等

を記載している。 

セグメント、セクターごとに SDGs に関する情報を開示することで、（１）～（３）で前述した

企業全体としての SDGs に対する考え方や方針等が、各事業にどのように落とし込まれているの

か、具体的にどのような取り組みが行われているのかを、投資家等に伝えることが可能になる。

これにより、企業が実際に SDGs に関してどのような活動を行っているのかの詳細なイメージが

把握できるような工夫がなされている。 

例えば、積水化学工業株式会社は、2019 年の統合報告書で、事業（カンパニー）ごとに SDGs

へどのように貢献しているのか記載している。具体的には、環境・社会問題からのニーズに対し

てそのカンパニーとして、どのような技術で、どのようなソリューションを提供しているのか

を図の形で示している。また、SDGs に対応する製品としてどのようなものがあるのかについて

も記載している（図表 5）。 
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図表 5 積水化学工業株式会社のカンパニーごとの SDGs への貢献 

 
（出所）積水化学工業株式会社「統合報告書 2019」より抜粋 

 

 

 

（５）サプライチェーンとの関係 

表彰企業の中には、製造業等を中心に、サプライチェーン、特に調達の過程における SDGs の

観点や CSR 調達の指針等を開示している企業も多い（34 社／54 社）。SDGs や CSR は本来一企業

だけでなく、社会全体に影響しうるものである。その点を踏まえ、自社だけでなく、サプライチ

ェーン全体として SDGs や CSR を重視した取り組みを行っていることを示すことは、より効果的

であると考えられる。 

例えば、Ｊ．フロント リテイリング株式会社は、2019 年の統合報告書で、取引先とともに社

会的責任を果たしていくための行動原則の策定やサプライチェーン全体での循環型社会実現に

向けた取り組みを行っていることを示している。こうした活動によって、自社と取引先の双方

の企業価値向上を実現することを目指していると記載している（図表 6）。 

  



 
8 / 10 

 

図表 6 Ｊ．フロント リテイリング株式会社の「サプライチ

ェーン全体のマネジメント」 

 
（出所）Ｊ．フロント リテイリング株式会社「統合報告書 2019」より抜

粋 

 

 

（６）TCFD についての言及 

SDGs には、「気候変動に具体的な対策を」という目標が掲げられている。これに対応して、昨

今注目されているのが、TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）であ

る。TCFD とは、2015 年 12 月に金融安定理事会（FSB）が設置したタスクフォースであり、気候

変動に伴うリスクと機会をシナリオ分析に基づいて開示することを「TCFD 最終報告書」（2017 年

6 月）で提言している。わが国でも 200 社以上がすでに TCFD への賛同を表明しており、気候変

動リスク・機会の開示のための取り組みを進めている。 

表彰企業の中にも TCFD に賛同している、もしくは、賛同を検討している企業があり、その旨
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や気候変動リスク・機会について統合報告書で開示している企業も見受けられた（34社／54社）。

TCFD に関しては、わが国で開示が義務付けられているわけでも、開示の形式等が指定されてい

るわけでもない。そのため、CSR 報告書や統合報告書のような自主開示の形で気候変動リスク・

機会に関する開示を行うことが想定される。 

例えば、JFE ホールディングス株式会社は、2019 年の統合報告書（JFE GROUP REPORT 2019）

において、TCFD に賛同を表明した旨と、TCFD 提言に沿った気候変動に関するシナリオ分析を開

示している。気候変動に伴うシナリオを複数設定し（2℃シナリオ、4℃シナリオ）、それぞれの

シナリオごとに、事業に影響を及ぼす重要な要因を選定している。重要な要因ごとに、社会の変

化・変化への対応、自社に対するステークホルダーの期待・懸念、評価結果を表の形で示してい

る（図表 7）。 

図表 7  JFE ホールディングス株式会社の TCFD に関する開示 

 
（出所）JFE ホールディングス株式会社「JFE GROUP REPORT 2019」より抜

粋 

 



 
10 / 10 

 

（７）その他 

そのほか、表彰企業の中には、SDGs 等に関する外部評価（SDGs の観点からの株価インデック

ス等への組み込みなど）を開示している企業も多い（44 社／54 社）。外部評価を記載すること

で、自社が SDGs に関して評価されている企業であることを投資家等に伝えることができる。 

さらに、役員報酬に SDGs の観点を導入し、その旨を統合報告書で開示している企業もいくつ

か見受けられた（9社／54 社）。開示府令の改正によって、役員報酬の中でも業績連動報酬につ

いて詳細の開示が求められるようになったが、企業によっては業績連動報酬の参照する指標と

して、SDGs 等に関連した非財務情報を採用しているところもある。業績連動報酬について、法

定開示（有価証券報告書）では詳細な開示が義務化されているが、統合報告書でもそうした開示

を行っている企業も見受けられた。 

例えば、日本精工株式会社は、短期業績連動報酬として、営業利益率、ROE、キャッシュ・フ

ローの他に、CO2 排出量削減、安全及び品質向上等の ESG に関する課題の目標達成度を指標とし

て用いている旨を 2019 年の統合報告書（NSK レポート 2019）で開示している。また、株式会社

丸井グループは、業績連動型株式報酬の目標とする指標に、ESG 評価指標として「DJSI World の

構成銘柄への選定の有無」を採用していることを2019年の統合報告書（共創経営レポート2019）

で開示している。 

 

 

３．SDGs に関する開示への需要は高まると考えられる 

統合報告書等の開示に関して表彰を受けている企業では、SDGs の開示に力を入れていること

が分かった。それも、SDGs に関して横並びの開示をするのではなく、経営者の考え方、重要課

題の特定、価値創造ストーリーへの組み込み、目標の設定と進捗度、セグメントごとの取り組

み、サプライチェーンとの関係など、自社ならではの方針と、その方針がどう個々の事業や取引

先に反映されているかを、各社が工夫しつつ開示していることが見て取れた。 

今後も、SDGs に関しては、投資家、消費者、取引先等のステークホルダーの関心が高まって

いくものと考えられる。企業側も SDGs への取り組みをさらに強化していくことであろう。企業

としては、自社が SDGs についてどのような考えを持っており、どのような取り組みをしている

のかを利用者にとってわかりやすく説明することが重要であろう。ステークホルダーの関心の

高まりに応えるためにも、複数表彰企業に共通する開示の方法も参照しつつ、各社が工夫をし

て、企業全体の方針から具体的な事業への反映の仕方まで、統合報告書等を通じて自主的な開

示を行っていくことが期待される。 

 


